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経済問題とビジネス戦略に関するデロイトのリーダーの1人。グローバル経済をテーマに企業や貿易団
体への講演も多数行っている。これまで47の国々を訪問したKalish氏の解説は、ウォール・ストリート
・ジャーナル、エコノミスト、フィナンシャル・タイムズなどからも広く引用されている。ジョンズ・
ホプキンス大学国際経済学博士号取得。

急速な生成AIの発展によるエネルギー消費の増加

最近の米国の株価は、生成AIへの投資の過熱もあって急騰しています。こうした投資は今後数年間で一
層増加することが予想され、生産性の向上につながることも期待されています。しかし、AIによる大量
の電力消費に起因する二酸化炭素排出量の急増という、あまり注目されていない負の側面も存在します
。

確かに、生成AIが二酸化炭素排出量の減少に貢献する面もあります。例えば、生成AIの使用により、ガ
スなどのパイプラインの破損を検出したり、エネルギー効率の高い材料やプロセスの開発を行ったりす
ることが可能です。一方で、何十億もの機器をインターネットに接続し、そのデータを処理することと
なるため、空調が費やす電力は言うまでもなく、データセンターでの電力消費は大量になり得ます。

ある研究では、こうしたコネクテッドデバイスの使用による二酸化炭素排出量は、2025年には全世界
の排出量の3.5%、2040年には14%に上る可能性があるとしていますが、この増加要因として、生成AI
の利用や新興国におけるデバイスの利用増が挙げられます。また、コーネル大学による研究でも、連続
的に行われる大規模言語モデル（LLM）の学習過程で大量の電力が消費され、結果として二酸化炭素排
出の増加につながることが明らかになっています。

こうした事態に対処するためには、まず太陽光、風力、水力、原子力、水素といったクリーンエネルギ
ーへの転換に全世界で取り組む必要があります。また、AI関連サービスを提供する事業者による効率的
なエネルギー使用といった企業努力も必要です。最近では、AI関連サービスに起因するエネルギー使用
量の削減に向けた研究も行われていますが、こうした取り組みに関する政府から企業への要請もないた
め、結果としてどの程度のエネルギー効率の向上につながるかは見通せない状況です。

カリフォルニア州の在住者は、10年ほど前に一時発生した深刻な電力不足を思い出すでしょう。この電
力不足の要因のひとつに、同州の巨大テック企業群がサーバーやデータセンターを急速に立ち上げてい
たことがあります。同じような事態が、今後全世界的に起こる可能性があるのです。



新興国で停滞する二酸化炭素排出量削減の取り組み

二酸化炭素の排出量は、削減に向けたあらゆる取り組みにも関わらず、全世界的には増加しています。
国際エネルギー機関（IEA）によると、2023年の排出量は前年比1.1%増と、2022年の前年比1.3%増
から伸び率では鈍化したものの、排出量としては記録的な水準に達しています。国別に見ると、こうし
た増加は新興国の排出増によるものといえます。その一方で、先進国の排出量は2022年から2023年に
かけて4.5%減少しています。これは、50年ぶりの低水準の数値であり、欧州では9.0%減、米国では4.
1%減を達成しました。先進国においては、再生可能エネルギーと原子力による発電が50%を占めるよ
うになっています。

先進国とは対照的に、中国での排出量は5.2%増、インドでは7.0%増となり、特に中国は、他国を圧倒
する規模の二酸化炭素を排出しています。また、IEAは、昨年の世界の排出量の増加のうち40%は、エ
ネルギー源を水力から化石燃料へ置き換えたことによるものとしています。これは、気候変動による干
ばつで水力が利用できなくなったことに起因するもので、こうした事態は今後さらに深刻化する可能性
があります。

コロナ禍による人の移動の抑制という要因はあったものの、幸いなことに過去10年間の二酸化炭素排出
量の増加率は世界全体で年率0.5%にとどまっており、1930年代以降で最も遅いペースとなっています
。

安価な中国メーカーのEVに対する各国の懸念

IEAは今後、クリーンエネルギーによる発電や電気自動車（EV）の利用の大幅な増加を予想しており、
そうした中で、中国のEVメーカーは格安のEVを大量に生産する体制を整えています。世界の主要国政
府はこれらのEVが自国に輸出されることに対して身構える姿勢を見せており、西側諸国の多くで中国メ
ーカーのEVの輸入制限が検討されています。

米国のバイデン政権は、中国メーカーのEVによる潜在的な安全保障上の脅威についての調査を開始しま
した。この調査では、中国EVメーカーによるデータの収集が、同国の安全保障上の脅威となったり、家
庭や企業のプライバシー侵害につながる可能性について検証されています。バイデン大統領は、「中国
は不公正な慣行などを通じて、将来的に自動車市場を支配しようとしている。中国の政策により、米国
市場に中国車があふれ、国家の安全保障が脅かされる可能性があるが、私の政権でこの動きを食い止め
る」と述べるなど、安全保障上の懸念を挙げていますが、実際にはこうした動きの背景には、米国の自
動車メーカーや労働組合からの圧力があると考えられています。

しかしながら、米国のメーカーがこれまで使用してきた中国の部品やソフトウェアに制限がかかること
や、米国の消費者が他国よりも高い価格でEVを購入せざるを得なくなることに対しては懸念の声もあり
ます。また、メキシコなど中国国外で生産された中国メーカーのEVにも規制が適用されるかどうか明ら
かでありません。一方、欧州連合（EU）と英国も、輸入規制導入の可能性を視野に入れて中国メーカ
ーのEVに対する調査を実施しています。

※本記事と原文に差異が発生した場合には原文を優先します。
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